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12 エネルギー 

(1) 電力 

平成14年度において、以下の事項について総合資源エネルギー調査会電気事業

分科会の場などを通じ検討・検証を行い、早急に結論を得る。【平成14年度中に措

置（検討、結論）】 

 

ア 自由化範囲の拡大 

小売自由化範囲が限定された現状においては、選択肢の拡大を求める消費者

の要望に必ずしも十分にこたえられない可能性もある。このような要望への対

応のため、広域的な電力の融通のための仕組みの整備や送電網の広域的な整備

などによる大規模電源についての投資環境の整備が行われ、電力の安定的な供

給が確保されることを前提として、全面自由化を実施する。仮に、急激な全面

自由化の実施に伴う影響が非常に大きいといった特段の問題がある場合には、

少なくとも高圧分野までの自由化範囲拡大は即座に実施するとともに、全面自

由化を実施する条件・時期等を明確に設定する。 

自由化範囲を拡大する際には、いわゆる同時同量の原則を高圧分野以下の需

要家を含めて要求することとした場合には、メーターの設置コスト等が膨大と

なり、それ自体が新規参入者に対する参入障壁となる可能性もある。したがっ

て、同時同量の確保の方法についても、電力系統全体では同時同量が守られる

必要がある等の技術的な要素も踏まえつつ、より柔軟な制度への見直しを行う。

また、中立的な系統運用の一環として行われる使用量の差分の調整について、

引き続き既存電力会社が担わざるを得ない場合、独占力を行使することがない

よう適切な制度設計を行う。 

 

イ 卸電力市場の整備 

経済合理性に則した最適な電力の需給が行われるために、全国大での卸電力

市場の整備が有効であるとの見方がある一方、系統が地域的に独立している状

況では、全国大の卸電力市場を整備しても、それだけではあまり有効性が無い

との見方もある。いずれにせよ、現行制度における電力の調達は、限定された

ものにとどまっており、より柔軟な電力調達を可能とする観点から卸電力市場

へのニーズは存在すると考える。また、このような市場を通じて電力が取引さ

れることにより、既存電力会社の発電、電力販売にも競争圧力が働き得ること
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となる。加えて、卸電力市場の整備により、電力取引に 伴うリスクヘッジ手段

も整備され得ることとなる。他方、海外においては、市場創設に失敗し安定供

給が損なわれた例も存在することから、これらを踏まえ、卸電力市場を整備す

る。 

なお、卸電力市場の整備に際しては、供給信頼度の面、効率性の面等に留意

しつつ、市場原理が有効に機能するよう、託送料金の全国一律化、周波数変換

設備の整備やスポット取引を実現する託送制度の整備などの条件整備を行う。 

 

ウ 現行の接続供給制度に関する条件改善 

現行の接続供給制度については、改善が必要であるとする利用者からの意見

も一部にはある。これらの指摘事項については、「適正な電力取引についての指

針」や「電力の取引に関する紛争処理ガイドライン」に基づき適時・適切に対

応を行うとともに、必要に応じて見直しも行う。また、新規参入者の利用に当

たっての透明性の向上のため、一層厳格な会計分離の徹底を行うとともに、電

力会社・新規参入者双方の利用上の公平性の確保のための制度整備を行う。こ

れらにより、託送料金の引下げが期待される。 

 

エ 送電線整備に関するルール 

いわゆる「連系送電線」は、既存電力会社同士の競争や、新規参入者の市場

参入の促進にとって不可欠との指摘もあるが、従来の我が国の送電網は、地域

ごとの供給義務と費用負担の公平性の観点から整備されてきたことなどにより、

事実上、電力会社ごとに完結したネットワークが形成されており、我が国にお

いて連系送電線の十分な整備が行われていないとの指摘もある。 

今後、既存電力会社や新規参入者が活発な競争を行い、卸電力市場が有効に

機能するために、エネルギーの大宗を輸入に依存し、燃料調達コストを始めと

した地域間の電源立地費用に大差ないという我が国の特性にも配慮しつつ、「連

系送電線」の強化を始め、全国的視点からの送電線整備が行われる仕組みを整

備する。その際、これまでの地域独占と総括原価主義を前提とした送電線建設

の費用負担のルールについては、自由化市場の下での新たな仕組みに改める。 

さらに、発・送電分離も含む送電部門の中立性確保策については、安定供給

を確保しつつ、これまで電力会社内で一体として行われてきた電源開発と送電

線整備の計画について、中立性を確保し得るスキームの整備を行う。 
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連系送電線を中心とした基幹送電線については、全国的視点からの整備の必

要性を踏まえつつ、諸外国における送電会社や、ＩＳＯ（Independent System 

Operator）のような、既存電力会社に限定されない主体による送電線の整備ル

ールや整備計画の作成などが行われる仕組みを整備する。 

 

オ 送配電設備建設の自由化、系統運用のルール整備・中立化 

送電線の整備ルールや整備計画の作成を全国的視点から行い、連系送電線を

中心とした整備を行う制度とする場合には、その実効性を確保するため、送電

線建設について入札を義務化(送電会社や、いわゆるＩＳＯなどの中立的な送電

線整備主体が入札ルールの策定を行う。)するといった海外での方策も踏まえ、

送電線整備にも競争原理を導入し、最も効率的な送電線整備が行われるための

仕組みを整備する。 

また、自家発電設備を所有する事業者が近隣へ電力を供給する場合、特定電

気事業や特定供給の場合を除いて、現状では自ら送電線を引いて供給すること

はできず、電力会社に託送料を支払い電力会社の送電線を使って供給せざるを

得ないが、国民経済的観点にも配慮しながら、原則として自由な送電線建設を

認める。その際、送電線建設を認めることで自由化部門では不必要となる特定

供給に対する許可規制の在り方や、新規参入事業者が建設したネットワークの

オープンアクセスについても併せて検討する。 

このほか、送配電網を利用した電力分野における競争上の公平性についての

懸念を排除するために、電力系統の運用のルールについて、既存電力会社とは

異なる主体がこれを作成し、これに従った公平・中立な電力系統の運用を行う

といった海外における方策も踏まえた制度整備を行う。電力系統の安定的な運

用と電力品質を維持する上でも、新規参入者が安心して技術情報を電力系統の

運用者に公開できる仕組みを確保する。 

なお、既存電力会社がこの機能を担うこととした場合には、新規参入者に対

する差別的な運用の問題だけではなく、既存電力会社同士の競争を促進する観

点からも問題とする見方もあり、セキュリティや信頼度維持の観点も踏まえつ

つ、中立的な主体によるルール設定が行われる制度を整備する。 

さらに、新規参入者が託送を円滑に利用できるように、ネットワークのセキ

ュリティの維持にも配慮しつつ、新規参入者に対する電力系統に関する技術情

報などの公開や、送電線の空き容量が適時確認できるシステムを導入する。 
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カ 送電部門と他部門の情報遮断の確実な担保（発送電分離を含む） 

託送制度、送電線整備、電力系統の運用ルールを中立化し、発電と電力販売

における競争を一層促進するためには、既存電力会社の送電部門と他部門の情

報遮断の確実な担保が不可欠である。 

情報遮断の問題は、部分自由化実施の以前から指摘されていたが、現状では、

既存電力会社の自主的な努力にゆだねられており、各社とも情報取扱規程を定

めるなどの措置を講じている。しかしながら、一部の新規参入者からは、情報

遮断の在り方についての疑問も提示されている。送電部門の中立性については、

発送電分離が最も望ましいとの見方もある一方、発電と送電が組織的に完全に

分離された場合には、電力系統の運用への影響を考慮する必要があり、また、

地域的に送電網が独立している現状では、全国規模での中立性を担保する別途

の方策を検討することが適切であるとの見方もある。このような指摘や、諸外

国の制度、現行制度の運用状況などを踏まえつつ、発送電を組織的に完全に分

離することなども含めた中立性・公平性・透明性の担保方策を講ずる。 

 

キ 規制機関の独立性 

託送、送電、系統運用の各分野の中立化を図り、発電及び電力販売の分野に

おける一層の競争の促進を図るためには、託送制度の運用について、より専門

的な見地からの事後的な監視や、より公平・中立的な立場からの市場監視が望

ましいとの指摘もある。 

このため、市場監視のためのより高度な専門性を備えた行政組織や、より公

平性・中立性・透明性が確保された機動的な紛争処理を行う組織を整備する。

この組織は、専門性の高い分野における競争促進のためのものであることから、

一般的な競争政策と協同・競合する関係で、両者があいまって市場監視の成果

が得られることが必要である。 

 

(2) ガス 

ア ガスの小売自由化範囲の拡大【平成14年度中に措置（検討、結論）】 

都市ガス事業の自由化範囲（年間契約数量100万�以上の大口供給）は全都

市ガス供給量の約37％に相当するが、新規参入による十分な競争促進効果は必

ずしも認められない。ガスの安定的な供給を確保しつつも、需要家の過半を占

める年間契約数量が100万�以下の需要家への供給についても自由化範囲を拡
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大することによって、競争を促進し、料金の低下、サービスの向上等自由化の

果実がより多くの需要家に享受されるようにする。 

これに合わせ、自由化範囲における大口供給の許可制については、これを撤

廃することも含め、その在り方を検討する。 

 

イ ガス供給インフラの整備推進【平成14年度中に措置（検討、結論）】 

我が国においては、これまで、ＬＮＧ基地を中心として地域毎に分散したパ

イプライン投資が行われ、消費地間を結ぶ輸送パイプラインは十分に形成され

てこなかった。また、地域内においても、都市ガス事業の供給区域は全国土の

５％にすぎず、大都市圏を除けばパイプライン網は必ずしも十分なネットワー

クとなっていない。しかし、全国的なパイプライン網の整備はガス市場の競争

環境整備の最も重要な要素である。また分散型電源の普及促進の観点からも早

急に整備を図る必要がある。 

したがって、まず大動脈的な基幹パイプラインの整備促進のため、供給を行

う新規のパイプライン設置者については、供給区域規制の例外とし、新たなパ

イプラインが通過するいかなる地点（他の都市ガス会社の供給区域内であって

も）においても分岐管を通じて原則として自由に自由化部門へのガス供給を行

うことを認める。またそのようなパイプライン設置者について、一定期間、例

えば、使用料を高く設定することを容認するなどの、投資インセンティブを高

めるための措置を講ずる。 

 

ウ 既存のガス供給インフラの第三者への開放【平成14年度中に措置（検討、結

論）】 

既存のパイプライン網に対しては、平成11年のガス事業法の改正により、新

たにガス事業者のパイプラインによる託送制度が導入されたが、現在その対象

は大手都市ガス４事業者（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、西部ガス）を指定

している。 

自由化が進展するガス市場において競争を一層効果的に推進するためには、

ガス市場参加者によるガスの調達・供給手段の多様化が不可欠である。こうし

た競争環境を整備するため、パイプラインへの投資意欲を高めてインフラ整備

を進める一方で、パイプライン網やＬＮＧ基地の第三者利用を一層拡大する必

要がある。 
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したがって、まず既存のパイプラインについては、大手都市ガス4事業者以

外の都市ガス会社のパイプラインなど公共性の高いものについては、第三者利

用を一層拡大する。さらにＬＮＧ基地についてもガス市場への新規参入を促進

する観点から第三者利用を拡大するための措置について、最も実効性のある適

切な方法を検討する。また既に開放されている大手都市ガス４事業者の託送料

金については公正競争の観点からその算定の透明性を高めるための一層厳格な

会計分離の徹底を行うとともに、自由化の範囲の拡大に伴う一層の透明性・公

平性の確保の観点から、厳格な情報遮断の仕組みも整備する。これらにより、

託送料金の引下げが期待される。 

 

エ ガス産業全体の構造改革【平成14年度中に措置（検討、結論）】 

我が国においては、おおむね都市ガス事業者（一般ガス事業、簡易ガス事業）

による供給需要家数が2,700万、ＬＰガスのそれが2,500万と市場は二分されて

いる。さらに前者の市場は200社以上の一般ガス事業者と1,700有余の簡易ガス

事業者によって、後者は約28,000のＬＰガス事業者によって細分化されている。

ガス事業が規模の経済性を有する産業である以上、こうした細分化された市場

が競争によって統合され、コストが低減されることが長期的にみて需要家利益

にかなうものと考える。 

このため、ガス市場参加者が、互いに公平な条件の下で競争が可能となるよ

う、一般ガス事業、簡易ガス事業、ＬＰガス事業の事業区分の見直しを行う。

この際、簡易ガス事業者によるＬＮＧ利用については、これを認める方向で検

討を図る。 

 


